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リビジョン・スタディに関する調査研究結果 

 

 

第１章 ＯＥＣＤのリビジョン・データベース 

 

ＯＥＣＤでは、リビジョン・スタディのためのデータベースを整備している。データベ

ースは、最新の短期経済統計を提供しているリアルタイムデータベースとリビジョン・ス

タディの分析ツール及び国別の分析結果からなる。現在、加盟30ヵ国中18ヵ国の分析結果

がデータベース化されている。 

 

（１）分析結果のデータベースの構造 

 分析結果のデータベースは、各国別に３つのファイルからなっている。１つはトライア

ングルＧＤＰと呼ばれる基礎データとその加工データが入力されたもの、後の２つは、対

前期比ＧＤＰ成長率と対前年同期比ＧＤＰ成長率を使用したリビジョン分析結果である。

なお、国別分析結果で使われている分析ツールは、以前のバージョンであり、現在公開さ

れているツールとは分析期間等が異なっている。（２）以降で説明するツールは、現在公開

されているものである。 

 データベースで扱われているのは、四半期別ＧＤＰの公表値の中で最も注目度が高い、

「実質経済成長率、季節調整済み対前期比」である。各国とも公表時には、「○．○％」と

いう形の小数点以下１桁で示しているが、それでは差をとったり平均値を計算したりする

際に精度が十分でない。そのため、このデータベースでは、成長率そのものを基礎データ

とはせず、その元になっている「実質ＧＤＰ（季節調整済値）」を基礎データとし、そこか

ら成長率をデータベース内部で計算するという方法をとっており、分析に当たって十分な

精度が保たれるようになっている。 
 このようにして計算された経済成長率をもとに、当初公表値、５ヶ月後の改定値、１年

後の改定値、２年後の改定値、最新の改定値を並べ、それぞれと当初公表値との差（＝改

定幅）や、改定幅の平均偏差等の統計数値が計算できるようになっている。 

 

（２）リビジョン・データベース利用のステップ 

ユーザーがこのＯＥＣＤツールを利用して独自にスタディを行うためには、以下のステ

ップを踏む必要がある。 

 

 ①ステップ１ 

ＯＥＣＤの MAIN ECOMOMIC INDICATORS（MEI）の Real Time & Revisions Database に

アクセスする1。データはＧＤＰと支出コンポーネント別に1955年Ｑ１から2009年Ｑ１ま

で入力できる構造となっている。ただし、入力されている期間は国によって異なる。図

                                                  
1 リアルタイムデータベースのアドレス： 

http://stats.oecd.org/mei/default.asp?rev=1 
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1-1、図1-2に利用するための先頭画面と日本のＧＤＰデータの例を示す。 

 

 

図1-1  MAIN ECOMOMIC INDICATORS（MEI）の先頭画面 

 

 

図1-2 日本のＧＤＰデータの例 
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 ②ステップ２ 

Revision Triangle テンプレート2の［Level シート］を開き、①の Real Time Database

からデータをコピーし、テンプレートのセル（色がついていないセル）に貼り付ける。

このファイルには Level シート以外にもシートがあるが、これらのシートは全て自動計

算されるため、入力する必要はない。図1-3～図1-5に画面の例を示す。 

注：データベースは公表月が列方向に展開しているが、テンプレートは行方向に展開してい

るため、転置して貼り付ける必要がある。 

 

 
図1-3 トライアングルテンプレート（Level シート）の入力画面 

 

 
                                                  
2 トライアングルテンプレートのアドレス： 

http://www.oecd.org/dataoecd/24/61/36789593.xls 
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図1-4 トライアングルテンプレート（Level シート）の自動計算セル 

 
＜QoQ Growth Rates＞        ＜Revisions to QoQ Growth Rates＞ 

  
＜YoY Growth Rates＞          ＜Revisions to YoY Growth Rates＞ 

  
図1-5 自動計算されるトライアングルテンプレート（Level シート以外） 

 
 ③ステップ３ 

②で自動計算された QoQ Growth Rates シートの（色つきセル部分）データを

Revision Analysis テンプレート3の Revisions spreadsheet へ貼り付け、タイトルと

比較サンプル期間を入力する。図1-6～図1-7に入力画面のサンプルを示す。 

 セルＡ１＝国名及び指標名 

 セルＡ３＝国コード 

 セルＩ５～Ｉ11＝比較する期間の記号を入力（例 2000年第２四半期～2008年第２四

半期＝00Q208Q2） 

注：Triangle のセルの色と Revision Analysis のセルの色が一致するように行列を転置

して値を貼り付ける。 

 

 

                                                  
3 Revision Analysis テンプレートのアドレス： 

http://www.oecd.org/dataoecd/24/59/36789544.xls 
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図1-6 トライアングルテンプレート（QoQ Growth Rates シート）の元データ 

 

 
図1-7 リビジョン・アナリシステンプレート（Revisions spreadsheet）の入力画面 
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（３）リビジョン・トライアングルテンプレート(Revision triangles template)の構造 

 トライアングルテンプレートのファイルは、以下の５つのワークシートで構成されてい

る。なお、これ以降、日本の入力データをサンプルとして示しているが、これは例示であ

り、実際のスタディは第３章で行う。 

 

 ①ＧＤＰ推計値 

 ②対前期比成長率（％） 

 ③対前期比成長率（％）の改定幅 

 ④対前年同期比成長率（％） 

 ⑤対前年同期比成長率（％）の改定幅 

 

 各シートは２段構成となっており、上段は、対象とする各期の最初の推計値、５ヶ月後

の推計値、１年、２年後の推計値、最終の推計値が入力される。下段は、対象とする各期

について、それ以降の改定が月ごとに入力される。ただし、改定が行われなかった月は、

前月と同じ値がセットされる。表1-1～表1-3に作成された日本のサンプルデータを示す。 

 

表1-1 日本のトライアングルテンプレートの例（ＧＤＰ基準値） 

OECD MEI revisions dataset; 
JAPAN, GDP, Total and Expenditure Comp
1. Levels
Relating to

period
1997Q

2
1997Q

3
1997Q

4
1998Q

1
1998Q

2
1998Q

3
1998Q

4
1999Q

1
1999Q

2
1999Q

3
1999Q

4
2000Q

1
2000Q

2
2000
Q3

2000Q
4

2001Q
1

2001Q
2

2001Q
3

2001Q
4

First
estimate

4860.9 4914.4 5339.2 5335.9 5307.9 5282.5 5302.8 5242.0

5 months
later

5314.4 5326.4 5293.8 5318.6 5325.0 5331.7 5303.1 5261.3

1 year later 5314.4 5321.0 5284.4 5342.8 5397.2 5333.9 5245.0 5297.3

2 years later 5325.3 5366.3 5327.5 5427.6 5456.4 5381.1 5313.6 5279.7

Latest estimate 5014.8 5027.1 5033.6 5079.4 5103.2 5074.3 5017.9 4991.7

Feb-99
Mar-99
Apr-99

May-99
Jun-99
Jul-99

Aug-99
Sep-99
Oct-99
Nov-99
Dec-99
Jan-00
Feb-00
Mar-00
Apr-00

May-00
Jun-00
Jul-00 4860.9

Aug-00 4860.9
Sep-00 4864.0
Oct-00 4864.0 4914.4
Nov-00 4864.0 4914.4
Dec-00 5314.4 5326.4 5339.2
Jan-01 5314.4 5326.4 5339.2
Feb-01 5314.4 5326.4 5339.2
Mar-01 5314.4 5326.4 5293.8
Apr-01 5314.4 5326.4 5293.8 5335.9

May-01 5314.4 5326.4 5293.8 5335.9
Jun-01 5314.4 5326.4 5293.8 5335.9
Jul-01 5314.4 5321.0 5284.4 5318.6 5307.9

Aug-01 5314.4 5321.0 5284.4 5318.6 5307.9
Sep-01 5314.4 5321.0 5284.4 5318.6 5325.0
Oct-01 5314.4 5321.0 5284.4 5318.6 5325.0 5282.5
Nov-01 5314.4 5321.0 5284.4 5318.6 5325.0 5282.5
Dec-01 5314.4 5321.0 5284.4 5318.6 5325.0 5286.2  
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表1-2 日本のトライアングルテンプレートの例（四半期成長率） 

OECD MEI revisions dataset; 
JAPAN, GDP, Total and Expenditure Comp
2. QoQ rates of changes (%)

Relating to
period

1998Q
2

1998Q
3

1998Q
4

1999Q
1

1999Q
2

1999Q
3

1999Q
4

2000Q
1

2000Q
2

2000Q
3

2000Q
4

2001Q
1

2001Q
2

2001Q
3

2001Q
4

First estimate 1.0 0.2 0.8 -0.2 -0.8 -0.5 -1.2

5 months
later

0.2 -0.6 0.6 0.1 -1.2 -0.5 -0.7

1 year later 0.1 -0.7 0.3 1.0 -1.2 -1.4 -0.6

2 years later 0.8 -0.7 1.3 0.5 -1.5 -1.0 -0.8

Latest estimate 0.2 0.1 0.9 0.5 -0.6 -1.1 -0.5

Feb-99
Mar-99
Apr-99

May-99
Jun-99
Jul-99

Aug-99
Sep-99
Oct-99
Nov-99
Dec-99
Jan-00
Feb-00
Mar-00
Apr-00

May-00
Jun-00
Jul-00

Aug-00
Sep-00
Oct-00 1.0
Nov-00 1.0
Dec-00 0.2 0.2
Jan-01 0.2 0.2
Feb-01 0.2 0.2
Mar-01 0.2 -0.6
Apr-01 0.2 -0.6 0.8

May-01 0.2 -0.6 0.8
Jun-01 0.2 -0.6 0.8
Jul-01 0.1 -0.7 0.6 -0.2

Aug-01 0.1 -0.7 0.6 -0.2
Sep-01 0.1 -0.7 0.6 0.1
Oct-01 0.1 -0.7 0.6 0.1 -0.8
Nov-01 0.1 -0.7 0.6 0.1 -0.8
Dec-01 0.1 -0.7 0.6 0.1 -0.7  

 

表1-3 日本のトライアングルテンプレートの例（四半期成長率の改定幅） 

OECD MEI revisions dataset; 
JAPAN, GDP, Total and Expenditure Comp
3. Revisions to QoQ rates of changes
Relating to

period
1998Q

2
1998Q

3
1998Q

4
1999Q

1
1999Q

2
1999Q

3
1999Q

4
2000Q

1
2000Q

2
2000Q

3
2000Q

4
2001Q

1
2001Q

2
2001Q

3
2001Q

4

First
estimate

1.0 0.2 0.8 -0.2 -0.8 -0.5 -1.2

5 months
later

0.2 -0.6 0.6 0.1 -1.2 -0.5 -0.7

1 year later 0.1 -0.7 0.3 1.0 -1.2 -1.4 -0.6

2 years later 0.8 -0.7 1.3 0.5 -1.5 -1.0 -0.8

Latest estimate 0.2 0.1 0.9 0.5 -0.6 -1.1 -0.5

Mar-99
Apr-99

May-99
Jun-99
Jul-99

Aug-99
Sep-99
Oct-99
Nov-99
Dec-99
Jan-00
Feb-00
Mar-00
Apr-00

May-00
Jun-00
Jul-00

Aug-00
Sep-00
Oct-00
Nov-00 0.0
Dec-00 -0.8
Jan-01 0.0 0.0
Feb-01 0.0 0.0
Mar-01 0.0 -0.9
Apr-01 0.0 0.0

May-01 0.0 0.0 0.0
Jun-01 0.0 0.0 0.0
Jul-01 -0.1 -0.1 -0.1

Aug-01 0.0 0.0 0.0 0.0
Sep-01 0.0 0.0 0.0 0.3
Oct-01 0.0 0.0 0.0 0.0
Nov-01 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
Dec-01 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1   
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（４）リビジョン・アナリシステンプレート（Revision analysis template）の構造 

 リビジョン分析用のこのファイルは、８つのシートから構成される。 

 

①リビジョン計算シート全体データ 

 トライアングルテンプレートのデータから作成した分析用の成長率が格納されてお

り、以下の５期分がセットされる。表1-4に日本の分析用データのサンプルを示す。 

 ・１次推計値(P) ・５ヶ月後の推計値  ・１年後の推計値  ・２年後の推計値 

 ・最新推計値（１次からみて最も遅く公表されるため、最終推計値と記す国もある。）  

 

表1-4 日本の分析用データのサンプル 

JAPAN, GDP, Total and Expenditure Comp
Revisions spreadsheet Whole sample
JAPAN

Relating to
Period

First
estimate

5  months
later 1 year later 2 years

later
Latest

estimate

2000Q2 1.0 0.2 0.1 0.8 0.2 Comparison Sample
2000Q3 0.2 -0.6 -0.7 -0.7 0.1 M5_P 00Q208Q2

2000Q4 0.8 0.6 0.3 1.3 0.9 Y1_P 00Q207Q4

2001Q1 -0.2 0.1 1.0 0.5 0.5 Y1_M5 00Q207Q4

2001Q2 -0.8 -1.2 -1.2 -1.5 -0.6 Y2_P 00Q206Q4

2001Q3 -0.5 -0.5 -1.4 -1.0 -1.1 L_P 00Q208Q4

2001Q4 -1.2 -0.7 -0.6 -0.8 -0.5 Y2_Y1 00Q206Q4

2002Q1 1.4 0.2 0.0 -0.6 0.3

2002Q2 0.5 0.9 1.3 1.2 0.8

2002Q3 0.7 0.8 1.2 1.0 0.7  

 

②分析結果のサマリー 

 分析は６つの期間幅のデータを使って行われる。その期間幅を表1-5に示す。この期

間幅ごとに分析用の統計値が計算される。 

 

表1-5 分析の期間幅 

期間幅 M5_P Y1_P Y1_M5 Y2_P L_P Y2_Y1 
記号の

意味 

P：１次推計値 L：最新推計値 Y1：１年後の推計値  

Y2：２年後の推計値 M5：５ヶ月後の推計値 

 

評価用の統計値は表1-6に示すように、改定幅の平均（MR）、改定幅の平均偏差（MAR）

等の主要統計値と改定幅の二乗平均（MSR）の分解によって得られる統計値が計算される。 
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表1-6 統計値一覧のサンプル 
JAPAN, GDP, Total and Expenditure Comp
Whole sample

Summary statistics M5_P Y1_P Y1_M5 Y2_P L_P Y2_Y1
sample 00Q208Q2 00Q207Q4 00Q207Q4 00Q206Q4 00Q208Q4 00Q206Q4

n 33.00 31.00 31.00 27.00 35.00 27.00
mean absolute revision 0.33 0.50 0.29 0.47 0.41 0.35

mean revision (Rbar) -0.09 -0.10 -0.02 -0.14 -0.12 -0.02
st. dev(Rbar) - HAC formula 0.07 0.08 0.05 0.08 0.06 0.07

mean squared revision 0.19 0.39 0.14 0.38 0.23 0.17
relative mean absolute revision 0.49 0.70 0.41 0.64 0.60 0.47

t-stat -1.25 -1.22 -0.49 -1.82 -2.17 -0.24
t-crit 2.04 2.04 2.04 2.06 2.03 2.06

Is mean revision significant? NO NO NO NO YES NO
Correlation 0.80 0.64 0.88 0.64 0.86 0.85

Min Revision -1.19 -1.37 -0.82 -1.98 -1.05 -0.63
Max Revision 0.95 1.22 0.90 0.76 0.74 0.98

Range 2.14 2.60 1.72 2.74 1.80 1.61
% Later > Earlier 51.52 45.16 48.39 40.74 37.14 44.44

% Sign(Later) = Sign(Earlier) 81.82 77.42 90.32 81.48 88.57 81.48
Variance of Later estimate 0.51 0.59 0.59 0.54 0.74 0.54

Variance of Earlier estimate 0.43 0.42 0.48 0.47 0.81 0.59
UM % 3.86 2.64 0.43 4.97 6.48 0.17
UR % 3.55 6.36 0.26 11.38 10.87 11.46
UD % 92.59 91.00 99.31 83.65 82.64 85.96  

 

③～⑧期間幅別の中間計算値とグラフ 

 残りのシートは、各期間幅別に評価用統計値の中間計算結果とグラフから構成される。

表1-7、表1-8に中間計算値のサンプルと特定期間の評価値を、図1-8、図1-9グラフのサ

ンプルを示す。 

 

表1-7 特定区間（５ヶ月後と最新推計値）の中間計算値サンプル 
JAPAN, GDP, Total and Expenditure Comp

Calculations of summary statistics for the revisions analysis

JAPAN 00Q208Q2

Period
First

published
estimate (P)

Estimate
published
5 months
later (L)

R(t)=L(t)-P(t) abs(L(t)) abs(R(t)) R(t)^2 R(t-1) R(t-2) R(t)-Rbar R(t-1)-Rbar R(t-2)-Rbar

2000Q2 1.0 0.2 -0.8 0.2 0.8 0.7 -0.72
2000Q3 0.2 -0.6 -0.9 0.6 0.9 0.7 -0.8 -0.77 -0.72
2000Q4 0.8 0.6 -0.1 0.6 0.1 0.0 -0.9 -0.8 -0.06 -0.77 -0.72
2001Q1 -0.2 0.1 0.3 0.1 0.3 0.1 -0.1 -0.9 0.41 -0.06 -0.77
2001Q2 -0.8 -1.2 -0.4 1.2 0.4 0.2 0.3 -0.1 -0.33 0.41 -0.06
2001Q3 -0.5 -0.5 0.0 0.5 0.0 0.0 -0.4 0.3 0.09 -0.33 0.41
2001Q4 -1.2 -0.7 0.5 0.7 0.5 0.2 0.0 -0.4 0.56 0.09 -0.33
2002Q1 1.4 0.2 -1.2 0.2 1.2 1.4 0.5 0.0 -1.10 0.56 0.09
2002Q2 0.5 0.9 0.5 0.9 0.5 0.2 -1.2 0.5 0.55 -1.10 0.56  
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表1-8 特定区間（５ヶ月後推計値と最新推計値）の評価値サンプル 
Estimate

published 5
months
later (L)

vs.

Summary statistics
sample

n
mean absolute revision

mean revision (Rbar)
st. dev(Rbar) - HAC formula

mean squared revision
relative mean absolute revision

t-stat
t-crit

Is mean revision significant?
Correlation between L and P

Min Revision
Max Revision

Range
% L > P

% Sign(L) = Sign(P)
Variance of L
Variance of P

UM %
UR %
UD % 92.6

0.5
0.4
3.9
3.6

-0.1

81.8

0.1
0.2
0.5
-1.2
2.0
NO
0.8
-1.2
0.9
2.1
51.5

First published estimate
(P)

JAPAN
00Q208Q2

33.0
0.3
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図1-8 特定区間（最新推計値－１次推計値）の改定幅のサンプル 
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図1-9 １次推計値と最新推計値のＧＤＰ成長率の推移 
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（５）評価用の統計値 

 表1-6で示したように、ＯＥＣＤの分析ツールは多くの評価用統計値を用意している。こ

こでは、主要な統計値についてのみ、その意味を記す。これ以外の統計値の意味について

は、ＯＥＣＤの解説書に説明されている4。なお、第２章でみるように、各国における評価

用統計値は、改定幅の平均（MR）と改定幅の平均偏差（MAR）が中心的に採用されており、

その他の指標の採用は少ない。 

 

①改定幅の平均 （MR＝Mean Revision) 
 

  ( ) ∑∑
11

11R
n

t
t

n

t
tt R

n
PL

n
revisionmean

==

== －・  

 
Ｌは、比較対象の最終推計値、Ｐは最初の推計値、n はサンプル数である。ＭＲは、

改定幅の平均値であることから、プラスとマイナスの改定幅が相殺し、改定の方向が正

負にどの程度偏っているかを示す指標である。 

 
 ②改定幅の平均偏差（MAR＝Mean Absolute Revision） 
   

  ∑∑
1=1=

1
=

1
=

n

t
t

n

t
tt R

n
PL

n
MARrevisionabsolutemean －・  

  
MAR は、Ｒの平均偏差のことで平均的な改定幅を参照する際に用いる。 

 

 ③改定幅の相対平均偏差（RMAR＝Relative Mean Absolute Revision） 

  

∑

∑

∑

∑

1=
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n

t
t

n

t
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L

R

L
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RMARrevisionabsolutemeanrelative

－

・  

  ＲＭＡＲは、伸び率全体に対する改定幅を参照する際に利用する。 

                                                  
4 OECD（2006.6），User manual and pre-programmed spreadsheets for performing revision analysis 

OECD HP 上 http://www.oecd.org/dataoecd/4/15/36892430.pdf 

Tommaso Di Fonzo（2005.6），“The OECD Project on Revisions Analysis : First Elements for 

Discussion”，OECD SHORT-TERM ECONOMIC STATISTICS EXPERT GROUP (STESEG) HP 上 

http://www.oecd.org/dataoecd/55/17/35010765.pdf を参照せよ。 
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④改定幅の二乗平均（MSR＝Mean Squared Revision） 
  

  ( ) ∑∑
1=

2

1=

2 1
=

1
=

n

t
t

n

t
tt R

n
PL

n
MSRrevisionsquaredmean －・  

  ＭＳＲは、改定幅の２乗を平均したもので、リビジョン・スタディにおける主な分析

指標である。 

 

 ⑤ＭＳＲの分解 

改定幅の二乗平均（MSR）の分解については、ＯＥＣＤ（2005）に説明されている。こ

れを参考に概略を説明するとリビジョンの二乗平均は以下の式に展開できる。 

         ( ) ( ) 222 1++= L
2

Lp SρSρSRMSR －－  

  ここで、Ｒ は改定幅の平均、ＳLは、最終推計値の標準偏差、Ｓｐは最初の推計値の標

準偏差、ρは最終値と最初の値との相関係数である。上式の両辺をＭＳＲで割ると、３

つの成分に分解できる。 

UDURUM ++=1  

 

このとき、ＵＭ,ＵＲ,ＵＤは以下の定義である。 

( )

( )
MSR

S
UD

MSR
SS

UR

MSR
RUM

L

Lp

22

2

2

1 ρ

ρ

−
=

−
=

=

 

  ＵＭは、最初の推計値と最終推計値の間で系統的に持っている誤差の割合を与える。

ＵＲは、一次回帰式（最初の値で最終値を説明する最小二乗回帰式）における傾き係数

の１からの隔たりの割合を与える5。もし、回帰式が完全にフィットしていればＵＲはゼ

ロとなる。ＵＤは、平均値や傾き誤差では説明できない改定の割合、または、ＭＳＲの

攪乱項の割合と解釈できる。良好な初期推計値は、ＵＭとＵＲの値が低く、ＵＤが高い

値となる。 

 

 ⑥ｔ検定（t-critical value） 

リビジョン・スタディは、スチューデントの t 分布を利用して「平均値の差の検定」

を行う。この検定は、「一対の標本による（を用いた）ｔ検定」として知られているも

のである。この場合、帰無仮説は「平均値の差がゼロである」であり、以下の統計量が

自由度（n-1）の t 分布に従うことに基づいて行うものである。 

                                                  

5 詳しい説明は OECD（2005）に譲るが、単回帰式 ttt uPL ++= βα を利用すると、
( )( )
MSR

SUR L

2ˆ1 β−
=  

と展開できる。 
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n
s
Rt =  

t 統計量は、棄却域を絶対値で上回る場合、この帰無仮説を棄却し、対立仮説を採用

し、「平均値の差がゼロではない」ということを示している。つまり、YES が表示され

ている場合は、改定幅がゼロではないことを示している。 
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第２章 主要国におけるリビジョン・スタディ 

 

 本章では、主要６ヶ国（アメリカ、イギリス、カナダ、オーストラリア、フランス、ド

イツ）について、はじめに、ＱＮＡの公表スケジュールや公表内容等の公表形態を整理し、

次に、初期の公表ＱＮＡとその後の改定値を使用して、各国が実施しているリビジョン・

スタディの分析結果及びＯＥＣＤツールを使用したスタディ結果を紹介し、最後に、改定

の要因となる推計方法とソースデータについて整理した。 

 

２．１ アメリカ 

 

（１）ＱＮＡの公表 

アメリカでは、経済分析局（BEA）が、国民所得勘定（NIPAs）において国内総生産（GDP）

の四半期と年次推定値を提供している。四半期ＧＤＰ推計は、表2-1-1に示すように当該四

半期終了後１ヶ月で公表される事前（advance）四半期推計、２ヶ月で公表される速報

（preliminary）四半期推計、３ヶ月で公表される最終（final）四半期推計の３つがある。 

 
表2-1-1 アメリカのＱＮＡ公表 

 １次 ２次 ３次 
名称 事前推計（advance） 速報推計(preliminary) 最終推計（final） 
公 表 ス ケ

ジュール 
１ヶ月後 ２ヶ月後 ３ヶ月後 

公表内容 支出要素別ＧＤＰ、価
格指数、寄与度、個人
所得 

同左 同左、営業余剰、総付
加価値 

 

①１次公表の内容 

 １次公表の内容は、要素別ＧＤＰ、寄与度等の下記に示す項目であり、公表値の具体的

な例を表2-1-2に示す。要素項目が最も多い基準値は、表2-1-3に示すように支出の詳細項

目まで含んでいる。 

 

・支出要素別実質ＧＤＰと関連値の対前期変化率（年率季節調整） 

・実質ＧＤＰへの要素別寄与度（年率季節調整） 

・支出要素別ＧＤＰの基準値と対前期変化量（名目、実質、年率季節調整） 

・支出要素別ＧＤＰと関連値の価格指数の対前期変化率（年率季節調整） 

・支出要素別実質ＧＤＰの四半期指数（年率季節調整） 

・ＧＤＰの価格指数（年率季節調整） 

・実質ＧＤＰの対前年変化率 

・実質ＧＤＰの対前年同期比変化率 

・ＧＤＰ、国民総所得、国民所得との関係（年率季節調整） 

・個人所得と処分形態（年率季節調整） 
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表2-1-2 アメリカの１次公表内容の例（実質ＧＤＰ、対前期変化率） 

 
出典：GROSS DOMESTIC PRODUCT: FOURTH QUARTER 2008 (PRELIMINARY) 

 

表2-1-3 アメリカのＧＤＰ構成要素（季節調整済、名目値、実質値） 
GDP 左下からの続き
最終消費支出（家計、対家計民間非営利） 財貨・サービスの純輸出

個人消費支出 輸出

耐久財 財貨

自動車・部品 サービス

家具装備品 輸入

その他 財貨

非耐久財 サービス

食料品 政府消費支出と総資本形成

衣服・靴 連邦政府

ガソリン・石油・その他エネルギー 国防

その他 消費支出

サービス 総資本形成

住居 非国防

住居の運営 消費支出

電気・ガス 総資本形成

その他 州・地方政府

交通 消費支出

医療 総資本形成

レクリエーション 残差

その他

総民間国内資本形成 付表
固定資本 国内生産物の最終販売額

非住居 総国内購買額

建築物 国内購買者への最終販売額

機器・ソフトウェア 総国内生産

情報機器・ソフトウェア 付加：海外からの受取所得

コンピュータ・周辺機器 控除：海外に対する支払所得

ソフトウェア 総国内生産

その他 純国内生産

産業用機器

輸送用機器

その他機器

住居

民間在庫変動

農業

非農業

 

出典：GROSS DOMESTIC PRODUCT: FOURTH QUARTER 2008 (ADVANCE)table3より作成 
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②２次公表の内容 

  ２次公表の項目は、１次公表と同様の項目である。 

 

 ③３次公表の内容 
  ３次公表は、表2-1-4に例示したように、第２次公表値に加えて以下の項目が追加され

る。 

・営業余剰の基準値と対前期変化率（年率季節調整） 

・産業による営業余剰の基準値と対前期変化率（年率季節調整） 

・非金融国内企業による総付加価値（年率季節調整） 

 
表2-1-4 アメリカの３次公表内容の例（営業余剰、基準値と変化率） 

 
出典：GROSS DOMESTIC PRODUCT: FOURTH QUARTER 2008 (FINAL) 
 

上記の形態で公表された最終推計は、さらに、ＮＩＰＡの年次改定の一部として、３

年前の四半期推計値が改定される。 

なお、年次推計に関しては、ＢＥＡは、１年間の間に４回の推計値を提供している。

「最終推計の合計」、１次年次推計値、２次年次推計値、３次年次推計値である。「最終

推計の合計」は、１年間の四半期最終推計値の平均であり、第４四半期最終値が利用可

能となったときに提供される。これらの推計値は、最終第４四半期推計値が公表される

３月に公表される。 

１年間で、推計値の３次改定が公表された後は、次のベンチマーク推計まで改定され

ない。Landfeld, Seskin, and Fraumeni(2008)によると、アメリカ経済センサスは、雇

用者を抱える700万事業所以上をカバーし、ＧＤＰに含有される支出の95％以上を網羅

している。経済センサスは、1982年から５年毎に実施されており、年次推計値はベンチ

マーク推計によって改定される6。 

また、ＢＥＡは、国内総所得（GDI）の改定四半期推計を提供している。四半期の改定

された最終推計は、翌四半期の速報推計と一緒に公表される。 

                                                  
6 Landfeld, Seskin, and Fraumeni(2008) 196 ページ。 
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（２）リビジョン・スタディ 

 「１．３ ＯＥＣＤのリビジョン・データベース」では、ＯＥＣＤのデータの紹介を行

ったが、アメリカでは、リアルタイムデータ7が公表されている。特にＧＤＰは、内訳が公

表されていることからも、ユーザーに対するサービスが行き届いている。 

また、リビジョン・スタディに必要なデータが公開されているだけでなく、アメリカに

おいては、Fixler and Grimm（2005）のようなリビジョン・スタディも実施されている。 

 

①アメリカで実施されたスタディ 

アメリカではＱＮＡの公表時に20年以上のデータを使用したリビジョン・スタディの

結果を紹介しており、推計値に対する信頼性の訴求に積極的である。ここでは、アメリ

カにおける代表的なリビジョン・スタディとして Fixler and Grimm（2005）を取り上げ

ることとする。ＱＮＡ公表時と論文によるスタディの概要を表2-1-5に、それぞれのス

タディ結果を表2-1-6、表2-1-7に示す。 

この論文によるスタディでは、1983年から2002年のＢＥＡによるＧＤＰ、ＧＤＩの四

半期および年次推計の値を構成要素として、これらの信頼性を分析している。改定は、

１次推計値から最後の推計値への変化として定義されている。利用できる最新の推計が

最良の推計であるとみなされ、信頼性の基準として使われている。 

本スタディは、これまでに行われた調査に裏付けされて、ＢＥＡの推計は一般的に信

頼性が高いと結論づけている。また、これらの推計は国の財貨・サービスの産出の有用

な記述であることが示される。具体的には、通常、これらの推計の連続した改定は、成

長がプラスかマイナスか、加速したか減速したか、傾向と比較して高いか低いかを指し

示すことが出来る。そして、経済が景気循環とどこで関連しているかを示している。 

表2-1-7に示すように、データは、1980年代初頭以降、年間変化率の改定が、符号（＋

－）に関係なく、現在の四半期推計値から最も古い推計値まで、名目・実質ＧＤＰは平

均してわずか１％超程度であることを示している。これらの改定のかなりの部分は、Ｎ

ＩＰＡの年次の包括的見直しの一環として、新しい概念や新しい方法を導入した結果生

じたものである。 

符号に関係なく、初期の名目四半期推計値からその後の四半期推計値への改定は、よ

り小さくなる傾向がある。実質ＧＤＰの事前推計から予備推計への改定の平均は、0.5％

程度である。事前推計から最終推計への改定の平均は、0.6％程度であり、予備推計か

ら最終推計への改定の平均は、0.3％程度である。 

この評価において対象とされる信頼性の計測は、初期推計値から最終の利用可能な推

計値までの改定幅の平均（MR）と改定幅の平均偏差（MAR）である。３回公表される四

半期推計値の名目・実質ＧＤＰについて、改定幅の平均偏差と改定幅の平均が、1983～

2002年の期間の主要構成要素として評価される。 

                                                  
7 ・アメリカのリアルタイムデータアドレス 

http://www.philadelphiafed.org/research-and-data/real-time-center/real-time-d

ata/data-files/ 
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表2-1-5 アメリカのリビジョン・スタディ内容 

項 目 内 容 

公表形態 ①四半期値公表での改定の解説 ②改定についての論文 
スタディ対象期間 ①1983～2005年 ②1983～2002年 
比較対象推計値 ①１次公表_２次公表値、１次公表_３次公表値、２次公表_３次

公表値、１次公表_最新公表値 
②１次公表_最新公表値、２次公表_最新公表値、３次公表_最新
公表値 

評価統計値 ①改定幅の平均（MR）、改定幅の平均偏差（MAR）、絶対値の標準
偏差 
②改定幅の平均（MR）、改定幅の平均偏差（MAR）、最小改定幅、
最大改定幅、標準偏差、統計的有意性 

対象項目 ①名目ＧＤＰ、実質ＧＤＰ 
②名目・実質ＧＤＰ、個人消費支出（耐久財、非耐久財、サー
ビス）、総民間資本形成（固定資本形成、非住居、建造物、機器・
ソフトウェア、住居）、財貨・サービスの純輸出（輸出、輸入）、
政府消費支出（連邦政府、国防、非国防、州・地方政府） 

出典：「Reliability of the NIPA Estimates of U.S. Economi Activity」、「GROSS DOMESTIC 

 PRODUCT : FOURTH QUARTER 2008 (PRELIMINARY)」より作成 

 

表2-1-6 アメリカで実施されたリビジョン・スタディ結果（ＱＮＡ公表時） 

 

出典：「GROSS DOMESTIC PRODUCT : FOURTH QUARTER 2008 (PRELIMINARY)」p5 
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表2-1-7 アメリカで実施されたリビジョン・スタディ結果（論文） 
（ＧＤＰと構成要素） 

 
出典：「Reliability of the NIPA Estimates of U.S. Economic Activity」p10 

 

②ＯＥＣＤデータベースでのスタディ結果 
以上の結果は、実際に同様のデータを利用して再現することも、追加的なインプリケ

ーションを得ることも可能である。表2-1-8は、アメリカに関するＯＥＣＤデータを利

用して、リビジョンの状況を調べたものである。データは、2000年Ｑ２～2008年Ｑ２ま

でのものを利用した。なお、このＯＥＣＤツールについては、「１．３」を参照のこと。 

１次推計値から最新推計値までの改定幅の平均偏差（MAR）は、わずか0.22％であり、

殆ど変更されていないということを示している。改定幅に関して小さいほどユーザーフ

レンドリーであることを示すが、必ずしも推計方法の精度が高いということを示すかど

うかは判断が出来ない。というのも最初の推計値から最終確定値まで推計方法が非常に

貧弱で一貫している場合でも、この値は小さくなるおそれがあるからである。この数値

が一人歩きする場合、極端な事例として改定されない推計方法を採用すれば良いという、

誤ったインセンティブを当局に与えることとなろう。 

  幸いにしてアメリカが５年に１度行っている経済センサスは極めて詳細な調査票をベ

ースにしており、この数値は最初の推計方法がトレンド推計に依存しつつも、非常に良

いパフォーマンスを示していることを意味している8。 

  年次推計時点の最大改定幅について0.62％で、最終改定値では0.34％となっている。

                                                  
8 アメリカの経済センサスに関しては、菅・宮川（2008）に詳しい。 
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この数値は決して小さくは無いが、ＭＡＲがそれぞれ低いことからパフォーマンスは良

好である。改定の方向に関してもＭＲが０近傍であることから、偏りが見られない。推

計方法に問題が少なく、偶発的な誤差だけが示されていることを示す一つの証拠といえ

る。 

  図2-1-1は、１次推計値と最新推計値をプロットしたものである。さらに図2-1-2は、

最新値までの改定幅を時系列でプロットしたものである。この結果から近年推計パフォ

ーマンスが向上し、改定幅が小さくなっていることが分かる。 

 

表2-1-8 ＯＥＣＤツールによるアメリカのリビジョンスタディ結果 

U.S., GDP, Total and Expenditure Comp
Whole sample

Summary statistics M5_P Y1_P Y1_M5 Y2_P L_P Y2_Y1
sample 00Q208Q2 00Q207Q4 00Q207Q4 00Q206Q4 00Q208Q4 00Q206Q4

n 33.00 31.00 31.00 27.00 35.00 27.00
mean absolute revision 0.14 0.16 0.08 0.20 0.22 0.15

mean revision (Rbar) 0.05 0.05 0.00 -0.06 -0.07 -0.10
st. dev(Rbar) - HAC formula 0.03 0.03 0.02 0.06 0.04 0.03

mean squared revision 0.03 0.04 0.01 0.07 0.09 0.04
relative mean absolute revision 0.19 0.21 0.10 0.29 0.36 0.23

t-stat 1.85 1.51 0.13 -1.00 -1.87 -3.12
t-crit 2.04 2.04 2.04 2.06 2.03 2.06

Is mean revision significant? NO NO NO NO NO YES
Correlation 0.95 0.90 0.97 0.83 0.85 0.94

Min Revision -0.25 -0.35 -0.22 -0.64 -0.79 -0.48
Max Revision 0.35 0.62 0.27 0.44 0.34 0.28

Range 0.60 0.97 0.49 1.08 1.14 0.76
% Later > Earlier 66.67 67.74 32.26 51.85 45.71 18.52

% Sign(Later) = Sign(Earlier) 100.00 96.77 96.77 92.59 91.43 92.59
Variance of Later estimate 0.22 0.20 0.20 0.23 0.29 0.23

Variance of Earlier estimate 0.17 0.17 0.22 0.18 0.25 0.20
UM % 10.28 5.73 0.05 4.14 5.59 27.85
UR % 3.01 0.11 8.53 0.52 1.47 0.03
UD % 86.71 94.16 91.42 95.35 92.94 70.58  
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図2-1-1 アメリカの１次推計値と最新推計値の推移 
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図2-1-2 アメリカの改定幅の推移（最新推計－１次推計） 

 

（３）ＱＮＡの推計方法とソースデータ 

ＧＤＰ主要構成要素の事前四半期推計は、近２ヵ月のソースデータ、あるいは、ＢＥＡ

予測に基づいている。より多くの月次データによるレポートが入手可能、また、年次調査

からのデータが利用可能になったとき、さらに、５年毎の経済センサスからのデータが利

用可能になったとき、改定が行われる。 

具体的には、ＧＤＰ推計をタイムリーに提示するために、小売販売や工業出荷額などの

センサス局調査からの予備データ、国際貿易や国内のサービスに関する個人消費支出など

の外挿された推計値に基づいた四半期推計を提供している。推計値は、データが利用可能

になった時に、各調査や納税記録、および他の管理記録等の、より包括的で最新のデータ

を組み込んで改定される。最新の利用可能な推計は、通常、更新されたソースデータだけ

ではなく、様々な定義や統計的な決まりの変化をも反映している。 

これらのデータは、無作為抽出および有意抽出による調査、管理記録、外挿や補間され

た推計値、といった広範囲の出所によるため、信頼区間と標準誤差を厳密に説明すること

は不可能である。したがって、推計の正確さを測る唯一の方法は、それらを後で行われた

推計と比較することである。そのために、事前推計は最終推計と比較したリビジョン・ス

タディを行っている。 
 ＱＮＡ推計で使用しているデータの利用状況を公表次数別に表2-1-9でみると、事前推計

は、月次データとの組み合わせを含めてトレンド推計が50％以上となっているが、順次、

月次及び四半期データの改定値を採用して精度を高めている。 

 推計アプローチの方法は、表2-1-10、表2-1-11に示すように支出アプローチと所得アプ

ローチを使用しており、生産アプローチは行われていない。 
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表2-1-9 速報及び年次推計におけるデータの利用状況（％） 
 事前推計 速報推計 最終推計 年次推計 
トレンドに基づく推計 25.1 22.6 12.7 5.6 
月次データとトレンド
に基づく推計 

29.7 1.7 1.2 ― 

期首月次もしくは期首
四半期データ 

45.3 6.6 16.6 ― 

改定値 ― 69.2 69.5 47.2 
利用可能な年次データ ― ― ― 47.2 

出典：Landfeld, Seskin, and Fraumeni(2008)「Taking the Pulse of the Economy:Measuring GDP」

表2より作成。 

 
表2-1-10 アメリカのＱＮＡ推計方法（支出アプローチ） 

支出 方　　法 対　応　業　種

売上高・収益統計 財・サービス

コモディティフロー法 -
家計調査 -

関連活動での雇用・給与
個人教育、訪問看護、生命保険、宗教、社会福祉・専門
的な医療サービス（内科・歯科以外）

トレンド推定（外挿） 水道・衛生サービス、健康サービス（個人病院を除く）

その他の方法（説明）

農業用住居以外の賃貸料（住宅在庫）、自動車（小売売
上高）、自動車燃料（購入量）、ガス・電気（気象デー
タ）、ラジオ・テレビ修理（受信者）、売買手数料（株
取引）

支出統計（広範） 連邦政府支出（賃金・給与、適切な建設価値以外）

支出統計（サンプル調査） -

賃金・給与統計 国防、州、地方政府の賃金・給与

トレンド推定（外挿）
州、地方政府支出（賃金・給与、建設支出、連邦非国防
賃金・給与以外）

その他の方法（説明）
適切な建設価値（月別の建設調査からの物量、運搬時
間、支払い価格）

資本財生産者による労働対価・労働
量

建設（住宅、その他）

資本財購入者による資本支出 住宅の改善
コモディティフロー・供給統計 器具、家具、機器・設備

その他の方法（説明）
新規・既存住宅の売上高に占める仲介業者手数料（販売
数）、非通信機器建設（トレンド推定）、石油・ガス田
掘削（掘削距離）

企業調査 製造業在庫、卸売業・小売業在庫

資産所有者からの情報
石油給油施設の備蓄、電力設備、自動車・トラック販売
店での在庫

コモディティフロー -
残差として計算 -

その他の方法（説明）
建設、サービス業、輸送、金融（トレンド推定）、農業
在庫（コモディティ・フローから導いた年間データのト
レンド推定）

家
計
最
終
消
費
支
出

一
般
政
府
最
終
消
費
支
出

総
固
定
資
本
形
成

在
庫
品
増
加

 
出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table4～7より作成 

 
表2-1-11 アメリカのＱＮＡ推計方法（所得アプローチ） 

所得 方法 対応業種

雇用/給与調査
非政府雇用者の賃金・給与（林業、漁業、農業サービ
ス、州・地方政府雇用者の賃金・給与以外）

政府勘定 軍事賃金・手当、政府雇用者の賃金・給与

トレンド推定（外挿）
林業、漁業、農業サービスの賃金・給与、州・地方政
府の社会保障計画への雇用者の寄付

その他の方法（説明）
連邦政府の社会保障計画への雇用者の寄付（賃金・給
与）

企業利益調査 企業利益（鉱業、製造業、貿易業）

政府・その他公的機関記録
規制産業（ガス・電力・輸送）の企業利益、連邦準備
銀行と預金取扱機関の利益

総産出額・売上高・収益統計 ビル・建設企業の利益

トレンド推定（外挿）
サービス活動、不動産、輸送・金融産業の企業利益、
農業収入、賃貸料、建設・貿易以外の法人化していな
い企業の利子・収入

その他の方法
建設・貿易の法人化していない企業の収入（適切な住
宅価値等）、通信・保険企業と非預金取扱機関（企業
が株主に報告）の利益

雇
用
者
報
酬

営
業
余
剰

 

出典：「QUARTERLY NATIONAL ACCOUNTS」（OECD）table8～9より作成 


